
（別添）

団体名 葛尾村

標準財政規模
（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

899 62

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 1,600 1,515 85 85 2,072 14

普通会計 1,600 1,515 85 85 2,072 14

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （実質収支）

11 10 － 1 法非適用企業
（歳入） （歳出） （実質収支）

 279  233  46  46 35
（歳入） （歳出） （実質収支）

 220  204  16  16 28
（歳入） （歳出） （実質収支）

 138  124  14  14 41
　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

福島県市町村
総合事務組合

11,111 9,943 1,168 1,168 0

双葉地方広域
市町村圏組合

一般会計 2,912 2,856 56 56 1,457

産業廃棄物処
理特別会計

234 206 28 28

下水道事業特
別会計

138 136 2 2 278 法非適用企業

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （千円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

双葉土地
開発公社

-6 27,844 1,000

双葉産業廃棄
物処理公社

-38,320 -38,006 1,250

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

<法適用企業>

経常収支比率

9.5

97.1

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

170,000

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.14

17.7

財政状況等一覧表（平成１８年度）

<法適用企業>

経常収支比率

合計
（A）＋（B)

961

備考

 基金からの繰入金(61百万円）

(百万円)

簡易水道
特別会計

老人保健医療
特別会計

介護保険事業
特別会計

国民健康保険
特別会計



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

福島県 葛尾村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

1,658
84.23

1,600,453
1,515,332

85,121

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.14]

類似団体内順位

[ 90/129 ]

全国市町村平均

0.53
福島県市町村平均

0.49

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.05

0.52

0.19

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.14

葛尾村の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.1%]

類似団体内順位

[ 107/129 ]

全国市町村平均

90.3
福島県市町村平均

87.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

119.4

71.6

87.7

97.1

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [311,340円]

類似団体内順位

[ 65/129 ]

全国市町村平均

116,701
福島県市町村平均

117,276

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,602,361

149,362

296,888 311,340

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.8]

類似団体内順位

[ 86/129 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.9

70.6

92.5
94.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [17.49人]

類似団体内順位

[ 46/129 ]

全国市町村平均

7.82
福島県市町村平均

7.88

(人)

100.00

80.00

60.00

40.00

20.00

0.00

76.92

7.80

19.38 17.49

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.7%]

類似団体内順位

[ 75/129 ]

全国市町村平均

15.1
福島県市町村平均

16.4

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.8

3.4

16.1
17.7

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,249,432円]

類似団体内順位

[ 46/129 ]

全国市町村平均

456,703
福島県市町村平均

431,335

(円)

15,000,000

10,000,000

5,000,000

0

10,598,017

459,981

1,325,354 1,249,432

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

葛尾村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　財政力指数は、昨年度と同じく０．１４と類似団体平均を下回っている。本村は、産業基盤が脆弱であり、今後も状況の変化に期待できな
いことから、村税の収納率の向上をめざすなど自主財源の確保に努める。
【経常収支比率】
　経常収支比率は、類似団体平均を大きく上回り硬直化している。本村財政の経常一般財源のうち普通交付税は８０．７％と大きなウェイ
トを占めているが、交付額が年々減少してきたこと、合わせて経常収支比率に占める公債費が３６．０と高いことが大きな要因となってい
る。公債費の割合が高い要因として平成７年度から平成１３年度までの建設事業にかかる地方債の借入の償還時期を迎えたことがあげら
れる。平成15年度から地方債の借入限度額を設定し借入額を3分の1程度に抑制してきた。公債費のピークは平成１８年度で、特に平成２
１年度から急激に減少していくことから、将来的には改善の見込みである。今後は、「葛尾村集中改革プラン」に基づき、事務事業及び組
織機構等の見直しを含め、人件費、物件費、補助費等の更なる抑制に努める。
【実質公債費比率】
　実質公債費比率は、類似団体平均を上回っているが、平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の1程度に抑制してきたこ

とから、平成２２年度以降は低下するものと予想している。引き続き集中改革プランに基づき計画的な地方債の発行に努める。

【人口1人当り地方債現在高】
　人口１人当たり地方債現在高は、類似団体平均を若干下回る水準である。平成１５年度から地方債発行限度を設定し借入額を3分の１程
度に抑制してきたことから、平成２２年度以降は更に減少すると予想している。
【ラスパイレス指数】
　類似団体平均を２．３上回っているが、県内市町村平均では３．０下回っている。一部手当のカットを実施しており、今後も給与の適正化に
努める。
【人口1，000人当り職員数】
　平成１２年以降の組織機構の見直し及び退職者の不補充等により、現状では類似団体を下回っている。引き続き効率的な事務運営に努
め、より適切な定員管理に努める。
【人口1人当り人件費・物件費等決算額】
　　人件費及び物件費については、平成１４年度から財政健全化対策の一環として抑制に努めてきており、人件費については成果がみられ
ているが、物件費については、国土調査事業により類似団体平均を上回っていると思われる。国土調査事業は平成２１年度で完了する見込

みであり、平成２２年度以降は下がる見込みである。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 福島県 葛尾村

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

1,658
84.23

1,600,453
1,515,332

85,121

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

経常収支比率（合計）

H18類似団体内順位

107/129

全国市町村平均

90.3

福島県市町村平均

87.9

(%)

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

71.6

119.4

87.7
87.7

90.5

87.8

86.4

H18H17H16H15H14

97.196.095.6

87.1

86.5

人件費

H18類似団体内順位

94/129

全国市町村平均

28.2

福島県市町村平均

27.2

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

13.8

47.0

26.226.9

30.228.6

28.8

H18H17H16H15H14

29.1
29.6

28.928.5

32.1

物件費

H18類似団体内順位

71/129

全国市町村平均

12.9

福島県市町村平均

13.0

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

3.9

23.8

11.5

11.8
12.9

11.411.1

H18H17H16H15H14

11.1

12.913.2

10.710.3

扶助費

H18類似団体内順位

30/129

全国市町村平均

8.6

福島県市町村平均

6.3

(%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.2

6.3

2.12.01.71.51.2

H18H17H16H15H14

1.2
1.21.10.90.9

その他

H18類似団体内順位

75/129

全国市町村平均

10.6

福島県市町村平均

12.2

(%)

0.0

6.0

12.0

18.0

24.0

30.0

0.5

22.0

9.0
9.2

7.1

6.86.4

H18H17H16H15H14

8.9

7.4

7.8

6.7
5.6

補助費等

H18類似団体内順位

58/129

全国市町村平均

10.2

福島県市町村平均

9.8

(%)

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1.3

23.0

11.6
11.611.111.211.5

H18H17H16H15H14

10.8
10.0

8.9
10.8

9.5

公債費

H18類似団体内順位

110/129

全国市町村平均

19.8

福島県市町村平均

19.4

(%)

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

13.8

59.6

27.3
26.227.528.327.4

H18H17H16H15H14

36.034.935.7

29.528.1

公債費以外

H18類似団体内順位

67/129

全国市町村平均

70.5

福島県市町村平均

68.5

(%)

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

125.0

32.0

96.4

60.4

61.563.059.559.0

H18H17H16H15H14

61.1

61.159.957.658.4経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

葛尾村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
　
　指標から本村の財政状況を見ると、全体の経常収支比率が９７．１と非常に高く弾力性を欠いた状況となっている。性質
別の中で、物件費、扶助費、補助費等、その他については類似団体平均を下回っているものの、人件費と公債費で６５．
１％を占めるなど突出し、全体の比率を大きく押し上げている。公債費を除けば、61．1％と類似団体平均を若干上回る程度
となっている。
　本村の主な産業は、農林業であり産業基盤が非常に弱く自主財源（財政力指数０．１４）に乏しいことから、多くを地方交
付税に依存せざるを得ない状況にある。そのような背景の中で経常経費比率が高い要因として、以下のことが考えられる。
１．普通交付税が、H12年度（ピーク）と比較するとが992百万円からH18年度795百万円と197百万円（▲19．9％）減少した。
２．普通建設事業が減少した。
３．公債費については、Ｈ７年度からＨ１３年度の７年間の建設事業〈総額７２億円（１０．３億／年）、地方債総額２４億円
（３．４億／年）〉に充てた地方債の償還時期を迎えたことによる。公債費は、H１１年度に２億を超えその後急激に上昇を続
けH１８年度３50百万円（ピーク）に達した。
　村では、平成14年度から独自の財政健全化計画を定め、全ての事務事業の見直しを進め全庁的に経常経費の抑制に取
り組むと共に平成15年度から建設事業に充てる地方債の借入限度額を概ね1億円と定め、抑制している。また、Ｈ１７年度
には葛尾村集中改革プランを定め、５年間の目標値を設定し行財政改革に取り組んでいる。
　これらの結果、人件費については、議員数の削減（１２人→１０人）、議員並びに特別職等給与カット、職員の手当の見直
し及び職員退職による欠員不補充（H12年度43名→H18年度36名）などにより、H12年度（ピーク）396百万円→H18年度306
百万円と90百万円（▲22．7％）減少した。［総人件費においてもH12年度（ピーク）４５６百万円→H18年度3４９百万円と１0７
百万円（▲2３．５％）　減少した。］
　公債費については、Ｈ２１年度から３億円をＨ２５年度には２億円を下回り、年々に減少していく見込みである。
　また、物件費については、現在国土調査事業を２１年度完了を目途に進めており、２０百万円ほど計上している。事業完
了に伴い２％程度減少の見込みである。
　今後も葛尾村集中改革プラン等の着実な推進により、経常的経費の縮減に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 306,148 184,649 175,995 4.9
賃金（物件費） 7,205 4,346 11,806 ▲ 63.2
一部事務組合負担金（補助費等） 46,454 28,018 27,115 3.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,050 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 29,967 18,074 7,472 141.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 15,443 9,314 4,260 118.6
▲退職金 ▲ 27,086 ▲ 16,337 ▲ 16,454 ▲ 0.7
合計 378,131 228,065 212,243 7.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 17.49 19.38 ▲ 1.89
ラスパイレス指数 94.8 92.5 2.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 349,607 210,861 168,683 25.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 - - 29,949 -
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 13,570 8,185 8,629 ▲ 5.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 2,685 1,619 5,587 ▲ 71.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 154 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 240,220 ▲ 144,885 ▲ 136,298 6.3

合計 125,642 75,779 76,704 ▲ 1.2

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 福島県 葛尾村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

536,799 304,653 ▲ 45.4 340,701 ▲ 9.6 ▲ 35.8

うち単独分 348,602 197,844 ▲ 23.5 166,607 ▲ 9.9 ▲ 13.6

449,608 258,991 ▲ 15.0 307,211 ▲ 9.8 ▲ 5.2

うち単独分 205,741 118,514 ▲ 40.1 154,477 ▲ 7.3 ▲ 32.8

416,789 242,884 ▲ 6.2 233,255 ▲ 24.1 17.9

うち単独分 229,669 133,840 12.9 96,550 ▲ 37.5 50.4

419,050 245,921 1.3 172,020 ▲ 26.3 27.6

うち単独分 269,693 158,271 18.3 77,280 ▲ 20.0 38.3

324,742 195,864 ▲ 20.4 155,309 ▲ 9.7 ▲ 10.7

うち単独分 303,089 182,804 15.5 69,293 ▲ 10.3 25.8

過去５年間平均 429,398 249,663 ▲ 17.1 241,699 ▲ 15.9 ▲ 1.2

うち単独分 271,359 158,255 ▲ 3.4 112,841 ▲ 17.0 13.6

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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